
中国向けネットショップ「新潟館」を
開設しました

新潟県知事政策局国際課中国室

「新潟館」の概要
　新潟県では、クレアの海外経済活動支援特別対
策事業を活用し、2013年１月に、㈱チャイナコマー
スが運営する銀聯在線商城「日本館」内に、中国
向けネットショップ「新潟館」を開設しました。
　「新潟館」の運営は、㈱富士通マーケティング・
エージェント（FJMA）と連携・協力して実施して
おり、中国への新潟県産品の紹介・販売などを通
じて、県内企業の中国販路開拓を支援しています。
　「新潟館」への出店を通じ、県内企業の中国販
路開拓のきっかけとすることができるよう、出店
費用などの負担軽減を図るとともに、新潟県産品
全体の知名度向上を図るため、中国向けの宣伝
PRなどにも取り組んでいます。
○「新潟館」アドレス（中国語）：
　http://emall.chinapay.com/store/289254.html

物産展後の販路確保を目的に
　東日本大震災の発生とその後の原発事故による
風評被害のため、新潟県産のコシヒカリ、日本酒
などの県産食品は、現在も、中国への輸出ができ

ない状況にあります。このため、現時点で本県か
ら中国への輸出が可能な県産品の販路拡大に取り
組んでおり、中国の日系百貨店などでの新潟物産
展を開催していますが、物産展開催後の継続的な
販路確保が課題となっています。
　新潟県では、この課題に対応するため、既存の
中国向けインターネット通販サイト内に、新潟物
産展と連動した県産品を販売することもできる
ネットショップを開設することで、中国市場にお
ける継続販売ルートの確保と県産品の知名度向上
を図ることとしました。

出店企業の負担を軽減
　中国向けネットショップの運営は、大企業を中
心に多くの企業でさまざまな取り組みが行われて
おり、インターネット上には、すでに多くのネッ
トショップが開設されています。また、ネット
ショップの開設・運営を支援する企業も数多く存
在し、さまざまな支援メニューなどが提案されて
います。
　しかし、中国向けネットショップを開設するに
は、①現地代理店（中国内での小売り許可）など
の確保、②日中２か国語による商品紹介、受注、
発送管理、③輸出手続き（インボイス作成など）
への対応、④商品代金の安全な回収システムの確
保、⑤中国国内での商品の認知度の向上など、多
くの課題が存在しており、中小企業が単独でこれ
ら課題に対応することは非常に難しい状況にあり
ます。
　このため、新潟県では中国向けのネットショッ
プ支援事業を展開しているFJMAが提供する支援
サービスを活用し、県独自でネットショップを開
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設し、県内企業などの販路開拓支援を行うことと
しました。
　「新潟館」への出店企業は、FJMAが提供する
①専用コールセンターの開設、②専用倉庫による
国際発送業務の代行、③銀聯カードによる代金回
収代行などの支援メニューを単独出店する場合と
同様に利用することができます。加えて、企業の
個別負担は、月額１万円の費用負担のほかは、受
注商品の国内専用倉庫までの国内発送業務のみに
限定し、国内向けの通信販売と同程度の業務負担
で対応できる枠組みを準備しました。
　2013年８月時点で、「新潟館」には約150点の県
産品が掲載され、今後も掲載商品の充実を図り、
「新潟館」を活用しながら、中国販路開拓の取り
組みを支援していくことを予定しています。

県内企業から多くの照会が
　「新潟館」開設に当たっては、日中関係が緊迫
化している状況にもかかわらず、県内企業などか
ら多くの照会が寄せられ、中国市場開拓に対する
関心の高さをあらためて確認することができまし
た。一方で、インターネットを活用した初めての
試みであり、今後も「新潟館」の掲載商品の充実
を行う必要があるため、引き続き、県内企業への
周知や出店の働きかけなどを行っていきます。

　また、「新潟館」のPR面では、インターネット
上でのさまざまな宣伝ツールを活用したPRなど
を実施しているほか、中国での展示会・イベント
などでの商品展示も行っています。今後は、マス
コミを活用したPRも視野に、どのような取り組
みがインターネット向けのPRとして効果的であ
るかについても検討していく予定です。
　中国でのネット通販の裾野は現在も拡大してお
り、日本製品への関心も依然として高いことから、
引き続き、中国での商品嗜好、売り上げ実績・傾
向、広報宣伝効果等の情報収集を行い、「新潟館」
を効果的な市場開拓ツールとしていくため、バー
ジョンアップを図っていく予定です。

物産展との連携も可能に
　今回の助成事業の実施により、「新潟館」を開
設し、継続的な販売ルートを確保できたほか、物
産展などとの連携した取り組みを行うことができ
るようになりました。今後は、中国での物産展の
開催を「点（単発開催）」から「線（巡回開催）」
に拡充し、中国向け販路開拓を促進するとともに、
「新潟館」を通じて、中国全土（「面」）への販路
拡大にも取り組み、両事業の効果的な連携を図っ
ていく予定です。
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中国での新潟物産展の様子

「新潟館」の主な掲載商品


